
四国への新幹線の導入

政策提言先 国土交通省

【高知県担当課】交通運輸政策課

政策提言の要旨

四国の新幹線を含む新幹線基本計画路線は、これからの我が国の成長をけん引する地方の

発展を支える基本的な社会インフラであり、政府が掲げるデジタル田園都市国家構想の実現

と併せて、一日も早く整備されるべきです。

また、四国の新幹線は、四国の将来の地域づくりに必要不可欠なインフラであることはも

とより、西日本における広域交流圏の形成や大規模災害への対応力向上などに大きく貢献す

るものであることから、以下のとおり提言します。

【政策提言の具体的内容】

四国の新幹線の早期実現に向けた手法の検討と、四国新幹線・四国横断新幹線の整備

計画への格上げに必要な法定調査に早急に着手することを提言します。

【政策提言の理由】

〇 昨年９月に、西九州新幹線（武雄温泉－長崎間）が開業し、現在、北陸新幹線は敦賀

まで、北海道新幹線は札幌までの延伸の整備が進められています。また、令和19年（2037

年）には、リニア中央新幹線が東京－新大阪間において開業する予定です。

○ 四国を含む基本計画路線については、国において平成29年度から、「幹線鉄道ネット

ワーク等のあり方に関する調査」が実施され、瀬戸大橋等の既存インフラの活用、沿線

地域への波及効果の整理、単線による新幹線の整備等、効果的・効率的な新幹線の整備

の手法を調査されているところです。

○ 四国内の鉄道は、高速化、電化、複線化などの整備が十分でなく、現状の鉄道ネット

ワークでは、他圏域との一層の交流拡大が望めないことから、四国が発展していくため

の競争条件は不利な状況におかれかれています。さらに、リニア中央新幹線が開業すれ

ば、新幹線の空白地域である四国との地域間の格差が、ますます拡大してしまうことが

危惧されています。

○ こうした中、平成26年に「四国の鉄道高速化検討準備会」が行った基礎調査の結果、

瀬戸大橋を経由し四国内の県庁所在地を結ぶルートにおいて、Ｂ／Ｃ（費用便益比）が

「１」を上回る結果が得られており、四国における新幹線整備の妥当性が確認されてい

ます。また、四国においては、開業もしくは整備中の北陸、西九州、北海道と比較して

も遜色のない人口や経済規模を有しています。

○ 新幹線は東日本大震災や熊本地震などの災害に対し非常に強靱であり、発生が予測さ

れている南海トラフ地震発災時の安全性や発災後の迅速な復旧への貢献が期待できま

す。

○ これらを勘案すれば、国が進める「地方創生回廊」構想の実現のためにも、国策とし

て全国の高速交通ネットワークの充実を図っていく中で、四国の新幹線の整備計画路線

への格上げに向けた具体的な調査に早期に着手する必要があると考えます。



四国への新幹線の導入について（１／３）

１　地方間の格差の拡大

R12年度末
完成予定

（新函館北斗～札幌）

H27年
3月開業
（長野～金沢）

R5年度末
完成予定
（金沢～敦賀）R4年

9月開業
（武雄温泉～長崎）

H28年
3月開業

（新青森～新函館北斗）

新幹線は、もはや基礎的交通インフラ

新幹線は建設中も含めると、3３都道府県で整備

区間
距離
（営業キロ）

所要時間
所要時間比較
（対新大阪・高知間）

新大阪⇔高知（在来線）
（新大阪・岡山間は新幹線）

３６０km ３時間３０分
―

新大阪⇔広島（新幹線） ３４２km １時間２１分 ▲２時間９分

東京⇔富山（新幹線） ３９２km ２時間８分 ▲１時間２２分

　イ　距離比較

　ア　所要時間比較

区間 所要時間
距離
（営業キロ）

距離比較
（対新大阪・高知間）

新大阪⇔高知（在来線）
（新大阪・岡山間は新幹線）

３時間３０分 ３６０km
―

新大阪⇔新八代（新幹線） ３時間３４分 ７７０km ＋４１０km

東京⇔新青森（新幹線） ３時間２０分 ７１２km ＋３５２km

同じ移動時間で、半分の距離しか移動できない

　2　導入の妥当性

R9年
完成予定
（東京～名古屋）

R19年
完成予定
（名古屋～大阪）

地域間の格差が拡大

〔リニア＞新幹線＞在来線〕

営業中

建設中

未着工

1-1　新幹線の整備状況　　　

四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査より
（H26年4月結果概要公表） 

2-2　瀬戸大橋は、既に新幹線規格で整備済

橋りょう部

西 東

新幹線
（上り線）

新幹線
（下り線）

在来線
（上り線）

在来線
（下り線）

2-1　投資を上回る費用便益を確認　　　

四国だけが、新幹線の空白地域

1-2　距離及び所要時間の比較　　



四国への新幹線の導入について（２／３）

高知県 徳島県 香川県 愛媛県 合計

県内総生産（名目） ２．５ 3．２ ４．０ 5．１ １4．８

（１）　四国地域 （単位：兆円）

（３）　西九州地域

佐賀県 長崎県 合計

県内総生産（名目） 3．２ 4．８ ８．０

（２）　北陸地域

富山県 石川県 福井県 合計

県内総生産（名目） ４．９ ４．8 ３．７ １3．４

（４）　北海道地域

北海道新幹線（北海道）
20.5兆円

地図：鉄道・運輸機構ホームページより

（単位：兆円）

〔内閣府　R元年度県民経済計算より〕

北海道

県内総生産（名目） ２０．５

近年新幹線が整備された地方都市との人口比較

〔人口は、令和２年度国勢調査数値〕

新幹線沿線人口との比較

北陸新幹線（富山・石川・福井）
13.4兆円

都市名（県名） 人　口 備　考

松山市（愛媛県） ５１万人

金沢市（石川県） ４６万人 ※北陸新幹線

高松市（香川県） ４２万人

富山市（富山県） ４１万人 ※北陸新幹線

長崎市（長崎県） ４１万人 ※九州新幹線／西九州ルート

長野市（長野県） ３７万人 ※北陸新幹線

高知市（高知県） ３３万人

青森市（青森県） ２８万人 ※東北新幹線

徳島市（徳島県） ２５万人

函館市（北海道） ２５万人 ※北海道新幹線

　新たに新幹線が整備される地域との経済規模比較

西九州新幹線（佐賀・長崎）
8.0兆円

四国の新幹線（四国４県）
14.8兆円

2-３　四国の人口や経済規模は、他の先行地域と比べても遜色なし
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整備延長(盛岡～札幌)　　539km
沿線人口　　　　　　 　      322万人
1kmあたり人口             　5,974人

越前市

敦賀市

加賀市

小松市

金沢市
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佐久市あわら市

福井市

整備延長(高崎～敦賀)　　472km
沿線人口　　　　　　 　　　　301万人
1kmあたり人口         　　　　6,377人

北陸新幹線

41

越前市

四国の新幹線

整備延長　         　302km
沿線人口　　　　   331万人
1kmあたり人口    10,960人※

松山市
西条市

新居浜市

観音寺市
四国中央市

高知市

三豊市

丸亀市

坂出市

東かがわ市

倉敷市

岡山市
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10 12 8
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6
6
11

5
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徳島市

高松市

42

※岡山市、倉敷市を
除いても7,016人



四国への新幹線の導入について（３／３）
3　導入の効果

　

圏域が飛躍的に拡大

福岡市、大阪市（近畿圏）、名古屋市が３時間到達圏域に！！

圏域内人口の拡大により、経済発展や観光振興に寄与！！

年月 災害名
新幹線
名称

復旧まで
の

期間
在来線

運転再開まで
の

期間等

H23.3 東日本
大震災

東北
新幹線

49日 常磐線 ９年

H28.4 熊本地震
九州

新幹線
13日 豊肥線 ４年４か月

H29.7 九州北部
豪雨

九州
新幹線

運休なし 日田彦山線
バス高速輸送
システム（BRT）

に転換

H30.7 平成30年
７月豪雨

山陽
新幹線

2日 芸備線　　　　１年３か月

R元.10 東日本
台風

北陸
新幹線

14日 三陸鉄道　　　 ５か月

R2.7 令和２年
７月豪雨

九州
新幹線

運休なし
くま川鉄道

肥薩線
未定

大規模災害発生後の早期復興に
大きく貢献

四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査（平成２６年３月より）

新幹線は大規模災害時においても
非常に強靭！！

高知駅からの３時間到達圏域（高知⇔岡山間を整備した場合）

3時間到達圏域内の人口比較（岡山⇔高知、松山⇔徳島間を整備した場合）

大規模災害と新幹線の復旧までの期間　

　
　これまでの幹線鉄道ネットワーク等のあり方に関する調査における瀬戸大橋の活用、単線新幹線や交流人口を加
味したB/Cの新たな算出方法などの検討を踏まえ、四国新幹線・四国横断新幹線の整備計画への格上げに必要な法
定調査に早急に着手することを提言します。

４　新幹線実現に向けた取り組み

●四国の新幹線（四国新幹線及び四国横断新幹線）は、昭和48年に「基本計画」に位置付けら れており、これ
　までに豊予海峡の調査が完了
●平成29年度からは、「幹線鉄道ネットワーク等のあり方に関する調査」が実施され、瀬戸大橋などの既存イ
　ンフラの活用、単線による新幹線整備やその他の効果的・効率的な整備手法を継続して検討
●令和３年３月には、衆参国土交通委員会において、「四国における新幹線についても検討を進めること」との
　附帯決議が全会一致で採択
●令和４年11月には、本県選出山本有二衆議院議員が会長となり、財源を始めとした諸課題に取り組むため、
　議員連盟「全国新幹線ネットワーク整備財源を考える会」を設立

国等の取り組み 四国の取り組み

●平成26年に「四国の鉄道高速化検討準備会」が行った基礎調査の結果、Ｂ／Ｃ（費用便益比）が「１」を上回
　る結果が得られており、四国における新幹線整備の妥当性を確認
●平成29年には、四国地域において官民一体の推進組織となる「四国新幹線整備促進期成会」を設立。これ
　まで、東京での決起大会や、四国内でのシンポジウムの開催、新幹線を活かした四国の地域づくりの基本戦
　略の提示、国等への要望活動を展開し、地域の機運の醸成を図る取組を実施（昨年６月に東京において決
　起大会を開催）
●ＪＲ四国が令和３年に策定した長期経営ビジョンにおいても、新幹線等による抜本的な高速化の早期実現に
　向けて取り組むことを明記
●令和４年９月には、自民党四国ブロックの国会議員と四国４県の行政・経済界が連携し、西九州新幹線の試
　乗や駅周辺の視察を行い、長崎県副知事との意見交換会を実施

５　政策提言の具体的内容

四国4県都間等の移動時間の短縮

到達時間の比較（岡山⇔高知、松山⇔徳島間を整備した場合）

四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査（平成２６年３月より）

移動時間短縮による地域間の交流の活性化！！


